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第６章 個別施設計画に向けた再配置案

１ 本章の目的 

本章では、一次評価・二次評価などの施設評価を踏まえた市の素案をもとに、有識者審議会から

の答申や町内会、施設利用団体からのご意見を踏まえ施設類型別の再配置案や施設ごとの方向性を

まとめています。 

２ 施設類型別の再配置案 

施設類型別の再配置案については、今後、目指すべき施設類型別の全体方針をまとめています。

また、施設ごとの方向性については、短期・中期・長期に分けた実施予定時期や方向性の考え方に

ついてまとめています。 

なお、施設類型別の再配置案や各施設の方向性については、現段階における案としてまとめたも

のであり、最終的な内容については、今後、策定予定の個別施設計画に基づき決定していきます。 

【図・表例とデータの見方】 

◆ 今後の施設再配置における具体的にいつ、どのような対応をするかの方向性を表示しています。

① 施設の名称を表示しています。

② 施設の延床面積を表示しています。

③ 施設内の主要な建物の建築年度を表示しています。

④ 一次評価の結果を表示しています。

⑤ 二次評価 の結果を表示しています。

⑥ 施設の再配置について、現状を考慮した上で、短期・中期・長期のどの時期にどのような方向性で対応して

いく予定かを表示しています。（原則耐用年数が到来する時期にどうするかを表示しています。）

★設定した方向性の内容については次ページの表の通りです。

⑦ 示した方向性を実現するためにどのような考え方で検討などをしていくかを文章で表示しています。

⑧ 施設の属する小分類名を表示しています。

                                           
5 ④・⑤における一次・二次評価はあくまでも検討を行うための参考であるため、最終的に導き出す再配置の考え

方と結果が異なる場合があります。 

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

再配置の考え方

○○中央集会所 D(譲渡・廃止)
転用・譲渡・貸

付など 譲渡

建物の更新等を含めた地区への譲渡
を行う。

○○市公民館 A(適正管理)
他施設を統合・

複合 維持

施設運営の見直しを行いながら、継続
して運用していくが、○○年度までに
状況の改善が見込めない場合は廃止
等を踏まえて検討を行う。

○○図書館 C(更新・移転) 廃止
複合
（新設）

図書館機能は、○○子育て支援セン
ターの中へと複合化を行い、子育てに
関する書籍の充実化などを図り連携を
強化する。
現在の建物は○○年に取り壊しを実
施する。

集会施設

図書館

方向性の考え方

① ② ③ 

⑧ 

④ ⑤ ⑥ ⑦ 
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【再配置の方向性イメージ】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【再配置の方向性とコストの関係】

※○・・・コストがかかることを示しています。 

※×・・・廃止時点でコストがかからなくなることを示しています。 

※廃止は市として所有しないことを意味し、譲渡など取り壊しを行わないものも含まれます。 

※一部解体の場合は延床面積でコストを按分し、削減分のコストがかからないものとします。

再配置の方向性 取組前 取組後

統合（移転）
統合（集約）

集会所 コミュニティセンター コミュニティセンター

統合（新設）

集会所 コミュニティセンター 新コミュニティセンター

複合（移転）
複合（集約）

庁舎出張所 福祉センター 複合施設

複合（新設）

生涯学習センター 図書館 複合施設

転用

学校 産業系施設

譲渡

集会所 集会所

解体

公民館

維持

機能の類似する
施設を統合・新設

機能の類似する
施設を統合
（片方を廃止）

機能の異なる
施設を集約・新設

機能の異なる施設
を集約（片方を廃止
し、余剰スペースへ
機能統合）

利用目的を変更

統合（移転） 統合（集約） 統合（移転） 統合（集約）

統合（新設） 統合（新設） 統合（新設） 統合（新設）

複合（移転） 複合（集約）
複合（移転）

複合（集約）

複合（新設） 複合（新設） 複合（新設） 複合（新設）

廃止して取壊し

所有権を民間・
地域等へ譲渡

大規模改修や建替
等、更新をして維持

公 民
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（１） 集会施設 

【再配置案】

集会所は町内会との合意形成を図りながら、譲渡・転用を行っていきます。なお、譲渡

の方法や時期、補助制度等については、今後、個別施設計画を策定していく中で各集会所

の状況を踏まえながら具体的な検討を行っていきます。 

表 集会施設の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市
吉津集会所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
梅の宮集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
今宮町集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
赤坂中央集会
所

B(譲渡・転用)
他施設を統
合・複合 譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
赤坂集会所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
泉沢集会所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

集会所
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施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市
花立集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
玉川集会所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
中の島二又
集会所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
後楽地区
集会所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
錦町集会所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
港町集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

転用

現在、町内会の解散により集会
所としての機能はなくなってい
るが、今後、利用目的などを検
討し他の用途へ転用を図る。

塩竈市
みのが丘
集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。
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施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市
袖野田集会所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
牛生集会所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
石堂集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
新浜町集会所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
藤倉中央
越の浦集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
清水沢団地
集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
尾島町集会所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。
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施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市
栄町集会所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
まがき集会所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
楓町集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
青葉ケ丘
集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
松陽台集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
伊保石清水沢
1区集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
花立第2集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。
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施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市
千賀の台
集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
玉川中央
集会所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
赤坂集会施設

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
本梅の宮
集会施設

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。

塩竈市
しおり台集会所

A (適正管理)
他施設を統

合・複合 譲渡

地域コミュニティ活動の基本とな
る施設であることから施設廃止
は行わず、利用主体である町内
会への譲渡を行う。なお、市に
よる建替えは行わないが補助
制度等の支援は継続していく。
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（２） 文化施設 

【再配置案】

市民交流センター、ふれあいエスプ塩竈とも施設運営見直しや複合化を検討しながら、

文化施設としての機能は維持していきます。 

表 文化施設の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

市民交流
センター

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持

中心市街地における市民の交
流と学習活動の拠点施設として
今後も施設を維持しながら、施
設の利便性向上のため駐車場
の確保や公共交通機関との連
携強化なども検討していく。
また、維持管理を効果的・効率
的に行うため施設運営の見直し
を行う。

ふれあい
エスプ塩竈

A (適正管理)
他施設を統

合・複合

複合
（集約）

子どもから高齢者まで遊び・学
び・交流できる生涯学習施設と
して今後も施設を維持する。
また、隣接する公民館について
はふれあいエスプ塩竈に複合
（集約）することを検討している
ため、生涯学習の活動の場とし
て他の公共施設の利活用につ
いても併せて検討していく。

市民交流複合施設
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（３） 公民館 

【再配置案】

塩竈市公民館は老朽化が進んでおり、ふれあいエスプ塩竈との複合化を検討していきま

す。また、塩竈市公民館本町分室は、未耐震建築物であるため安全性に考慮した検討を進

めていきます。 

表 公民館の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市公民館 B(譲渡・転用)
継続（避難所
移転の検討）

複合
（移転）

地域住民の学習拠点・市民活
動の場として重要な施設である
が、施設の老朽化が進んでいる
ため隣接するふれあいエスプ塩
竈との事業調整を踏まえ、複合
（移転）を検討する必要がある。
併せて、活動の場として他の公
共施設の利活用についても検
討していく。

塩竈市公民館
本町分室

C(移転・建替)
継続（避難所
移転の検討） 維持

平成 年に美術館の開館に併
せ大規模修繕を実施しており、
今後も市民活動の場として施設
を維持する。なお、歴史的建造
物として市の文化財に指定され
ていることから、未耐震建築物
であるため、今後、安全対策の
検討が必要である。

公民館

序　
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（４） 図書館 

【再配置案】

図書館は基本的に現状維持としますが、施設運営の見直しを行い、最適な図書館運営を

検討していきます。 

表 図書館の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市民
図書館

A (適正管理)
他施設を統

合・複合 維持

中心市街地における市民の交
流と学習活動の拠点施設として
今後も施設を維持しながら、施
設の利便性向上のため駐車場
の確保や公共交通機関との連
携強化なども検討していく。
また、維持管理を効果的・効率
的に行うため施設運営の見直し
を行う。

図書館
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（５） 博物館等 

【再配置案】

杉村惇美術館は公民館本町分室との複合施設となっており、同じく未耐震建築物である

ため安全性に考慮した検討を進めていきます。 

表 博物館等の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

杉村惇美術館 C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

維持

平成 年に美術館として開館し
た施設であることから今後も施
設を維持する。なお、歴史的建
造物として市の文化財に指定さ
れていることから、未耐震建築
物であるため、今後、安全対策
の検討が必要である。

博物館等
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（６） スポーツ施設 

【再配置案】

スポーツ施設のうち、塩竈市体育館は老朽化が進行しているため大規模改修を検討して

いきます。 

塩竈市温水プールは、譲渡を検討していきます。 

表 スポーツ施設の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市体育館 B(譲渡・転用)
継続（避難所
移転の検討） 維持

市民のスポーツ振興を図る施設
として今後も施設を維持しなが
ら、収益性向上のため積極的な
大会誘致やスポーツ以外の多
目的な利用について検討を行
う。なお、施設及び設備等の老
朽化が進行していることから、
大規模改修の検討が必要とな
る。

塩竈市
温水プール

B(譲渡・転用)
継続（避難所
移転の検討） 譲渡

現在の施設サービス水準を維
持しつつ、更なる利用者の増
加・利便性向上の手法として民
間譲渡の検討を行っていく。な
お、施設及び設備等の老朽化
が進行していることから、譲渡
に向けて計画的に改修する必
要がある。

プール

体育館
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（７） 産業系施設 

【再配置案】

仮設施設（震災対応）のうち多くは平成 27～28 年度中に撤去されています。塩竈市浦

戸地区仮設施設は譲渡を進めていきます。 

旅客ターミナルであるマリンゲート塩釜は、テナントの誘致や施設の改装など運営見直し

を図っていきます。 

寒風沢ステイステーション及び桂島ステイステーションは旧小学校を改築し、漁業等後

継者育成施設として整備しました。避難所機能を考慮した上で体育館の解体を検討します。 

表 産業系施設の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

しおがま･みなと
復興市場

― ― ― ― ― ―

しおがま本町･
くるくる広場

― ― ― ― ― ―

塩竈市
新浜町地区
仮設施設

― ― ― ― ― ―

塩竈市
浦戸地区
仮設施設

A (適正管理)
他施設を統

合・複合 譲渡

浦戸地区の水産加工処理施設
として活用されており、今後は
宮城県漁業協同組合浦戸支所
への譲渡を予定している。

塩竈市浦戸
寒風沢地区
仮設施設

― ― ― ― ― ―

仮設施設（震災対応）
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施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

マリンゲート
塩釜

B(譲渡・転用)
他施設を統
合・複合 維持

市営汽船、観光船の旅客ターミ
ナル施設として今後も施設を維
持する。なお、施設運営につい
ては指定管理者制度を導入し
ており、今後も施設の機能向上
のため施設の改装やテナント誘
致活動を計画的に進めていく必
要がある。

寒風沢
ステイ
ステーション

B(譲渡・転用)
継続（避難所
移転の検討）

一部
解体

旧浦戸第一小学校を平成 年
に大規模改修を実施した施設で
あり漁業等後継者育成施設とし
て今後も施設を維持する。ただ
し、併設する体育館については
避難所機能を校舎側に移転す
ることにより解体を検討する。

桂島
ステイ
ステーション

B(譲渡・転用)
継続（避難所
移転の検討）

一部
解体

旧浦戸第二小学校を平成 年
に大規模改修を実施した施設で
あり漁業等後継者育成施設とし
て今後も施設を維持する。ただ
し、併設する体育館については
避難所機能を校舎側に移転す
ることにより解体を検討する。

漁業等後継者育成施設

旅客ターミナル施設

序　

章

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

付
属
資
料
１

付
属
資
料
２



第６章 個別施設計画に向けた再配置案 

39 

 

（８） 学校 

【再配置案】

学校施設は地域コミュニティの拠点施設として位置づけ、今後も施設自体を維持しなが

ら、地域特性や個別施設の状況を勘案するとともに、児童生徒数の減少など将来的な見通

しを踏まえ、一部校舎の解体などにより規模縮小を基本に検討を進めていきます。そのう

えで、空き教室などについて他の用途への転用など、有効活用策についても検討していき

ます。 

なお、学校給食については『塩竈市学校給食運営プラン』（平成 25 年度策定）の中で、

給食センター方式を目指すこととしていますが、学校給食の充実、食育の推進、効率的な

運営などの観点から、引き続き課題解決に努めていきます。 

表 学校の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市立
第一小学校

D(譲渡・廃止)
継続（避難所
移転の検討）

一部
解体

学校教育施設として今後も施設
を維持する。ただし、児童数の
減少・空き教室が増加している
傾向にあるため、利用状況など
を確認しながら一部校舎の解体
も視野に検討していく。
教室の集約・機能移転を図りな
がら、空き教室が多い校舎につ
いては、計画的に除却や転用・
複合化を図る。
併せて、施設の一部を民間等に
よる利活用推進のために、譲渡
または賃貸するための仕組みづ
くりを目指し、社会実験を進め
る。

塩竈市立
第二小学校

C(移転・建替)
継続（避難所
移転の検討）

一部
解体

学校教育施設として今後も施設
を維持する。ただし、児童数の
減少・空き教室が増加している
傾向にあるため、利用状況など
を確認しながら一部校舎の解体
も視野に検討していく。
教室の集約・機能移転を図りな
がら、空き教室が多い校舎につ
いては、計画的に除却や転用・
複合化を図る。
併せて、施設の一部を民間等に
よる利活用推進のために、譲渡
または賃貸するための仕組みづ
くりを目指し、社会実験を進め
る。

塩竈市立
第三小学校

A (適正管理)
継続（避難所
移転の検討）

一部
解体

学校教育施設として今後も施設
を維持する。ただし、児童数の
減少・空き教室が増加している
傾向にあるため、利用状況など
を確認しながら一部校舎の解体
も視野に検討していく。
教室の集約・機能移転を図りな
がら、空き教室が多い校舎につ
いては、計画的に除却や転用・
複合化を図る。
併せて、施設の一部を民間等に
よる利活用推進のために、譲渡
または賃貸するための仕組みづ
くりを目指し、社会実験を進め
る。

小学校

序　

章

第
２
章

第
４
章

第
６
章

第
８
章

第
１
章

第
３
章

第
５
章

第
７
章

付
属
資
料
１

付
属
資
料
２



第６章 個別施設計画に向けた再配置案 

40 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市立
月見ヶ丘小学校

C(移転・建替)
継続（避難所
移転の検討）

一部
解体

学校教育施設として今後も施設
を維持する。ただし、児童数の
減少・空き教室が増加している
傾向にあるため、利用状況など
を確認しながら一部校舎の解体
も視野に検討していく。
教室の集約・機能移転を図りな
がら、空き教室が多い校舎につ
いては、計画的に除却や転用・
複合化を図る。
併せて、施設の一部を民間等に
よる利活用推進のために、譲渡
または賃貸するための仕組みづ
くりを目指し、社会実験を進め
る。

塩竈市立
杉の入小学校

C(移転・建替)
継続（避難所
移転の検討）

複合
（集約）

学校教育施設として今後も施設
を維持する。ただし、児童数の
減少・空き教室が増加している
傾向にあるため、利用状況など
を確認しながら一部校舎の解体
も視野に検討していく。
教室の集約・機能移転を図りな
がら、空き教室が多い校舎につ
いては、計画的に除却や転用・
複合化を図る。
併せて、施設の一部を民間等に
よる利活用推進のために、譲渡
または賃貸するための仕組みづ
くりを目指し、社会実験を進め
る。

塩竈市立
玉川小学校

A (適正管理)
継続（避難所
移転の検討）

一部
解体

学校教育施設として今後も施設
を維持する。ただし、児童数の
減少・空き教室が増加している
傾向にあるため、利用状況など
を確認しながら一部校舎の解体
も視野に検討していく。
教室の集約・機能移転を図りな
がら、空き教室が多い校舎につ
いては、計画的に除却や転用・
複合化を図る。
併せて、施設の一部を民間等に
よる利活用推進のために、譲渡
または賃貸するための仕組みづ
くりを目指し、社会実験を進め
る。

塩竈市立
浦戸小中学校
（小学校）

D(譲渡・廃止)
継続（避難所
移転の検討） 維持

浦戸地区における唯一の学校
教育施設であることから今後も
施設を維持する。

塩竈市立
第一中学校

C(移転・建替)
継続（避難所
移転の検討）

一部
解体①

一部
解体②

学校教育施設として今後も施設
を維持する。ただし、児童数の
減少・空き教室が増加している
傾向にあるため、利用状況など
を確認しながら一部校舎の解体
も視野に検討していく。
教室の集約・機能移転を図りな
がら、空き教室が多い校舎につ
いては、計画的に除却や転用・
複合化を図る。
併せて、施設の一部を民間等に
よる利活用推進のために、譲渡
または賃貸するための仕組みづ
くりを目指し、社会実験を進め
る。

中学校
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施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市立
第二中学校

D(譲渡・廃止)
継続（避難所
移転の検討）

一部
解体

学校教育施設として今後も施設
を維持する。ただし、児童数の
減少・空き教室が増加している
傾向にあるため、利用状況など
を確認しながら一部校舎の解体
も視野に検討していく。
教室の集約・機能移転を図りな
がら、空き教室が多い校舎につ
いては、計画的に除却や転用・
複合化を図る。
併せて、施設の一部を民間等に
よる利活用推進のために、譲渡
または賃貸するための仕組みづ
くりを目指し、社会実験を進め
る。

塩竈市立
第三中学校

D(譲渡・廃止)
継続（避難所
移転の検討）

一部
解体

学校教育施設として今後も施設
を維持する。ただし、児童数の
減少・空き教室が増加している
傾向にあるため、利用状況など
を確認しながら一部校舎の解体
も視野に検討していく。
教室の集約・機能移転を図りな
がら、空き教室が多い校舎につ
いては、計画的に除却や転用・
複合化を図る。
併せて、施設の一部を民間等に
よる利活用推進のために、譲渡
または賃貸するための仕組みづ
くりを目指し、社会実験を進め
る。

塩竈市立
玉川中学校

C(移転・建替)
継続（避難所
移転の検討）

一部
解体

学校教育施設として今後も施設
を維持する。ただし、児童数の
減少・空き教室が増加している
傾向にあるため、利用状況など
を確認しながら一部校舎の解体
も視野に検討していく。
教室の集約・機能移転を図りな
がら、空き教室が多い校舎につ
いては、計画的に除却や転用・
複合化を図る。
併せて、施設の一部を民間等に
よる利活用推進のために、譲渡
または賃貸するための仕組みづ
くりを目指し、社会実験を進め
る。

塩竈市立
浦戸小中学校
（中学校）

B(譲渡・転用)
継続（避難所
移転の検討） 維持

浦戸地区における唯一の学校
教育施設であることから今後も
施設を維持する。
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（９） 幼保・こども園 

【再配置案】

国の三位一体改革により公立保育所の運営費及び施設整備費が一般財源化されるなど、

効率的な保育所運営が求められています。本市の公立保育所については、個別施設計画を

策定しながら、多様化する保育ニーズに対応できるよう、民営化を視野に入れて役割やあ

り方を検討していきます。 

なお、新浜町保育所については、海岸通地区への移転が予定されています。 

表 幼保・こども園の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市
東部保育所

C(移転・建替) 廃止
統合
（移転）

現施設の老朽化が激しいため、
早急な建て替えを要している。
今後、保育所の再編を検討して
いく中で、運営方針を整理して
いく。

塩竈市
香津町保育所

C(移転・建替) 廃止
統合
（移転）

本保育所は民営化をする方針
が決まっていたが、震災の影響
により延期となった。これまでの
方針を推進すべきかを含めて、
今後、保育所の再編を検討して
いく中で、運営方針を整理して
いく。

塩竈市
新浜町保育所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

複合
（移転）

海岸通地区で進められている
再開発事業により新たに新設さ
れる建物内に複合（移転）する。

塩竈市
清水沢保育所

C(移転・建替) 廃止 譲渡

現施設の老朽化が激しいため、
早急な建て替えを要している。
今後、保育所の再編を検討して
いく中で、運営方針を整理して
いく。

塩竈市
藤倉保育所

C(移転・建替) 廃止 譲渡
今後、保育所の再編を検討して
いく中で、将来的な運営方針の
協議を行っていく。

保育所
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（１０） 幼児・児童施設 

【再配置案】

子育て支援センターは、海岸通地区への移転が予定されています。 

藤倉児童館は新しい施設であり、指定管理者制度の導入と計画的な維持・修繕により適

切な運営を行っていきます。 

放課後児童クラブは基本的に現状維持としますが、学校の一部解体等がある場合は移設

を行っていきます。また、管理・運営に関しては引き続き指定管理者制度を導入していき

ます。 

表 幼児・児童施設の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

しおがま
子育て支援
センター
｢ここるん」

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

複合
（移転）

海岸通地区で進められて いる
再開発事業により新たに新設さ
れる建物内に複合（移転）する。

塩竈市
藤倉児童館

A (適正管理)
他施設を統

合・複合 維持

平成 年度に建替えを実施し
ており、今後も子育ての場とし
て施設を維持する。なお、平成

年度から指定管理者制度を
導入し運営見直しを実施してい
る。

放課後
児童クラブ
（第一小学校）

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持

放課後児童への遊び・学びの
場の施設として今後も施設を維
持する。ただし、学校の空き教
室を活用した事業であるため学
校施設との利用連携を図る必
要がある。

放課後
児童クラブ
（第二小学校）

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持

放課後児童への遊び・学びの
場の施設として今後も施設を維
持する。ただし、学校の空き教
室を活用した事業であるため学
校施設との利用連携を図る必
要がある。

放課後児童クラブ

児童館

子育て支援センター
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施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

放課後
児童クラブ
（第三小学校）

B(譲渡・転用)
他施設を統
合・複合 維持

放課後児童への遊び・学びの
場の施設として今後も施設を維
持する。ただし、学校の空き教
室を活用した事業であるため学
校施設との利用連携を図る必
要がある。

放課後
児童クラブ
（月見ヶ丘
小学校）

B(譲渡・転用)
他施設を統
合・複合 維持

放課後児童への遊び・学びの
場の施設として今後も施設を維
持する。ただし、学校の空き教
室を活用した事業であるため学
校施設との利用連携を図る必
要がある。

放課後
児童クラブ
（杉の入
小学校）

B(譲渡・転用)
他施設を統
合・複合 維持

放課後児童への遊び・学びの
場の施設として今後も施設を維
持する。ただし、学校の空き教
室を活用した事業であるため学
校施設との利用連携を図る必
要がある。

放課後
児童クラブ
（玉川小学校）

B(譲渡・転用)
他施設を統
合・複合 維持

放課後児童への遊び・学びの
場の施設として今後も施設を維
持する。ただし、学校の空き教
室を活用した事業であるため学
校施設との利用連携を図る必
要がある。
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（１１） 高齢福祉施設 

【再配置案】

高齢者福祉施設のうち、桜ヶ丘老人憩の家は老朽化が進んでいるため廃止の予定ですが、

近隣町内会と協議しながら検討していきます。 

平成 28 年度開設の清水沢東老人憩の家は、市営清水沢住宅集会所との複合施設である

ため、協議しながら適切な維持管理を行っていきます。 

表 高齢福祉施設の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市
桜ケ丘
老人憩の家

C(移転・建替) 廃止 解体

建物の老朽化・耐震対策の点
から解体が望ましいと思われる
が、近隣町内会等の利用もある
ことから譲渡等、他の方向性も
検討・協議する必要がある。

塩竈市
清水沢東
老人憩の家

A (適正管理)
転用・譲渡・

貸付など 維持

市営清水沢住宅集会所との複
合施設であることから、供用部
分をはじめ施設全体の維持管
理について協議が必要である。

高齢者福祉施設
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（１２） 障害福祉施設 

【再配置案】

障害福祉施設であるひまわり園は、児童発達支援センターの設置や民間事業者の動向等

も考慮しながら検討を行っていきます。また、同施設内の藤倉保育所の方向性に合わせた

方向性を検討します。 

表 障害福祉施設の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

ひまわり園 A (適正管理)
転用・譲渡・

貸付など 譲渡

障がい児の養育支援の施設で
ある。同事業については民設民
営で実施している事業者もある
ため、今後、国から要請されて
いる児童発達支援センターの設
置も含め調整していく。また、施
設の方向性について は、藤倉
保育所と同施設内にあるため、
藤倉保育所に合わせる。

障害福祉施設
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（１３） 保健施設 

【再配置案】

保健センターは、適切な管理を行いながら保健施設としての機能を維持していきます。 

表 保健施設の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市
保健センター

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

維持

市民の健康保持・増進や、各種
健（検）診、各種団体の拠点と
なっている。健康長寿社会の実
現を目指すため、改修工事をし
ながら当センターの機能を保持
する。

保健センター
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（１４） 医療施設 

【再配置案】

診療所・医療センターのうち、塩釜地区休日急患センターは 2 市 3 町による広域行政と

して運営しています。指定管理者制度の導入等を協議の上検討していきます。 

浦戸診療所は基本的に現状維持とし、適切な維持管理を行っていきます。 

表 医療施設の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩釜地区
休日急患
診療センター

A (適正管理)
転用・譲渡・

貸付など 維持

二市三町の広域行政として取り
組む休日急患診療を担う 施設
であるため今後も施設を維持す
る。なお、運営方法については
周辺自治体と連携しながら指定
管理者制度の導入を検討する。

塩竈市
浦戸診療所

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持
浦戸地区における診療機能を
担う施設であるため今後も施設
を維持する。

診療所・医療センター
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（１５） 庁舎等 

【再配置案】

庁舎は基本的に現状維持とします。老朽化が進行していることから大規模改修等を計画

的に行っていきますが、将来に向けて機能集約についても検討を進めていきます。 

表 庁舎等の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市役所 C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持

行政機能の中心施設であるた
め今後も施設を維持する。な
お、施設の老朽化が進行してい
ることから今後施設の大規模改
修が必要となる。

壱番館庁舎 C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持

行政機能の中心施設であるた
め今後も施設を維持する。な
お、施設の老朽化が進行してい
ることから今後施設の大規模改
修が必要となる。

塩竈市
浦戸諸島開発
総合センター

A (適正管理)
他施設を統

合・複合 維持

浦戸地区における行政機能の
中心施設であるため今後も施
設を維持する。なお、施設の老
朽化が進行していることから今
後施設の大規模改修が必要と
なる。

庁舎
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（１６） 消防施設 

【再配置案】

消防施設は今後、地域の他の施設を建設時に複合する方向で縮減を進めていきます。 

表 消防施設の再配置方向性

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈消防団
東部分団
器具置場

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

複合
（移転）

消防団に配備している車両、資
機材を保管し消防団活動の拠
点となる施設である。なお、地
域交流の深化や統合による維
持コスト低減の観点から他の地
域施設への複合（移転）を検討
する。

塩竈消防団
西部分団
器具置場

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

複合
（移転）

消防団に配備している車両、資
機材を保管し消防団活動の拠
点となる施設である。なお、地
域交流の深化や統合による維
持コスト低減の観点から他の地
域施設への複合（移転）を検討
する。

塩竈消防団
南部分団
器具置場

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

複合
（移転）

消防団に配備している車両、資
機材を保管し消防団活動の拠
点となる施設である。なお、地
域交流の深化や統合による維
持コスト低減の観点から他の地
域施設への複合（移転）を検討
する。

塩竈消防団
北部分団
器具置場

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

複合
（移転）

新耐震基準（ 年）前に建設
された建物であることや、冠水
の恐れがあること、有償の借地
に立地していることなどを考慮
し、近隣のコミュニティ施設と同
一敷地に移転・建替を行う。

浦戸消防団
桂島器具置場

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

複合
（移転）

消防団に配備している車両、資
機材を保管し消防団活動の拠
点となる施設である。なお、地
域交流の深化や統合による維
持コスト低減の観点から他の地
域施設への複合（移転）を検討
する。

消防団施設
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施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

浦戸消防団
石浜器具置場

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

複合
（移転）

消防団に配備している車両、資
機材を保管し消防団活動の拠
点となる施設である。なお、地
域交流の深化や統合による維
持コスト低減の観点から他の地
域施設への複合（移転）を検討
する。

浦戸消防団
寒風沢
器具置場

A (適正管理)
他施設を統

合・複合

複合
（移転）

消防団に配備している車両、資
機材を保管し消防団活動の拠
点となる施設である。なお、地
域交流の深化や統合による維
持コスト低減の観点から他の地
域施設への複合（移転）を検討
する。

浦戸消防団
野々島
器具置場

A (適正管理)
他施設を統

合・複合

複合
（移転）

消防団に配備している車両、資
機材を保管し消防団活動の拠
点となる施設である。なお、地
域交流の深化や統合による維
持コスト低減の観点から他の地
域施設への複合（移転）を検討
する。

浦戸消防団
朴島器具置場

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持

消防団に配備している車両、資
機材を保管し消防団活動の拠
点となる施設である。統合可能
な公共施設が今のところ見当た
らないことなどを考慮し、当面修
繕を行いながら維持していく。
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（１７） その他行政系施設 

【再配置案】

その他行政系施設（文書庫・倉庫）については、みのが丘書庫に統合し、それ以外の施

設は解体とします。 

表 その他行政系施設の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市役所
（港町文書庫）

D(譲渡・廃止) 廃止 解体

市の文書庫として活用している
施設であるが、老朽化が進行し
ているため今後、みのが丘書庫
へ機能移転した後、解体する。

塩竈市役所
（新浜町文書
庫）

D(譲渡・廃止) 廃止 解体

市の文書庫として活用している
施設であるが、老朽化が進行し
ているため今後、みのが丘書庫
へ機能移転した後、解体する。

旧新浜浄水場
（倉庫）

D(譲渡・廃止) 廃止 解体
市の倉庫として活用している施
設であるが、老朽化が進行して
いるため今後、解体する。

みのが丘書庫 D(譲渡・廃止) 廃止 維持
市の永年保存文書を保管する
文書庫であることから今後も施
設を維持する。

その他行政系施設（文書庫・倉庫）
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（１８） 公営住宅 

【再配置案】

市営住宅のうち、老朽化が進む玉川住宅、貞山通改良住宅、新浜町住宅、東玉川住宅、桜

ヶ丘住宅、清水沢住宅、庚塚住宅については、平成 25～28年度に市営住宅（災害公営住

宅）が新規整備されたことにより、今後の住宅需要を考慮しながら統合を行っていきます。 

なお、移転にあたっては、今後、説明会や意向調査などを十分に行った上で、住民の意向

を踏まえながら進めていきます。 

それ以外の市営住宅についても、老朽度合に応じた計画的な修繕を行っていく予定です。 

表 公営住宅の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

市営玉川住宅 C(移転・建替) 廃止
統合
（移転）

市営住宅の新規整備により、廃
止後も震災前の整備戸数を維
持できるため住宅需要に配慮し
ながら移転・解体をすすめてい
く。

市営貞山通
改良住宅

C(移転・建替) 廃止
統合
（移転）

市営住宅の新規整備により、廃
止後も震災前の整備戸数を維
持できるため住宅需要に配慮し
ながら移転・解体をすすめてい
く。

市営新浜町
住宅

C(移転・建替) 廃止
統合
（移転）

市営住宅の新規整備により、廃
止後も震災前の整備戸数を維
持できるため住宅需要に配慮し
ながら移転・解体をすすめてい
く。

市営東玉川
住宅

C(移転・建替) 廃止
統合
（移転）

市営住宅の新規整備により、廃
止後も震災前の整備戸数を維
持できるため住宅需要に配慮し
ながら移転・解体をすすめてい
く。

市営住宅
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施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

市営桜ケ丘住宅 C(移転・建替) 廃止
統合

（移転）

市営住宅の新規整備により、廃
止後も震災前の整備戸数を維
持できるため住宅需要に配慮し
ながら移転・解体をすすめてい
く。

市営清水沢
住宅

C(移転・建替) 廃止
統合

（移転）

市営住宅の新規整備により、廃
止後も震災前の整備戸数を維
持できるため住宅需要に配慮し
ながら移転・解体をすすめてい
く。

市営庚塚住宅 C(移転・建替) 廃止
統合

（移転）

市営住宅の新規整備により、廃
止後も震災前の整備戸数を維
持できるため住宅需要に配慮し
ながら移転・解体をすすめてい
く。

市営新玉川
住宅

A (適正管理)
転用・譲渡・

貸付など 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。

市営大日向
住宅

A (適正管理)
転用・譲渡・

貸付など 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。

市営梅の宮
住宅

C(移転・建替) 廃止 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。
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施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

サンコーポラス
新清水沢住宅

A (適正管理)
転用・譲渡・

貸付など 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。

市営清水沢東
住宅

B(譲渡・転用)
転用・譲渡・

貸付など 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。

市営錦町東
住宅

B(譲渡・転用)
転用・譲渡・

貸付など 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。

市営北浜住宅 B(譲渡・転用)
転用・譲渡・

貸付など 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。

市営伊保石
住宅

A (適正管理)
転用・譲渡・

貸付など 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。

市営錦町住宅 A (適正管理)
転用・譲渡・

貸付など 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。
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施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

市営浦戸桂島
住宅

A (適正管理)
転用・譲渡・

貸付など 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。

市営浦戸
野々島住宅

A (適正管理)
転用・譲渡・

貸付など 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。

市営浦戸
寒風沢住宅

B(譲渡・転用)
転用・譲渡・

貸付など 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。

市営浦戸朴島
住宅

B(譲渡・転用)
転用・譲渡・

貸付など 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。

市営伊保石
住宅（第Ⅱ期）

A (適正管理)
転用・譲渡・

貸付など 維持

老朽度合に応じた内外装材、各
設備の修繕にて維持管理して
いく。また、市営住宅の需要を
考慮しながら用途廃止又は建
替えを検討していく。
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（１９） 公園（施設） 

【再配置案】

公園（施設）のトイレは、高齢者の健康増進のためのまち歩きや子どもの屋外活動を促

進する観点から現状維持とし、管理については市民や事業者と連携した維持管理方法につ

いても検討していきます。 

伊保石公園や緩衝緑地公園の管理棟については老朽化が進んでいるため解体又は指定管

理者による再築等を検討していきます。 

表 公園（施設）の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

伊保石公園
（管理棟）

A (適正管理)
他施設を統

合・複合 解体

公園の管理棟として活用してい
るが、運営見直し方法として今
後、指定管理を検討しているこ
とから施設については解体した
上で、指定管理業者が必要と判
断した場合は再築を検討する。

北浜公園
（トイレ）

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持

街区公園として小規模公園に位
置付けられている。公園（施設）
のトイレは、高齢者の健康増進
のためのまち歩きや子どもの屋
外活動を促進する観点から現
状維持とし、管理については市
民や事業者と連携した維持管
理方法について も検討してい
く。

青葉ヶ丘公園
（トイレ）

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持

街区公園として小規模公園に位
置付けられている。公園（施設）
のトイレは、高齢者の健康増進
のためのまち歩きや子どもの屋
外活動を促進する観点から現
状維持とし、管理については市
民や事業者と連携した維持管
理方法について も検討してい
く。

杉の入公園
（トイレ）

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持

街区公園として小規模公園に位
置付けられている。公園（施設）
のトイレは、高齢者の健康増進
のためのまち歩きや子どもの屋
外活動を促進する観点から現
状維持とし、管理については市
民や事業者と連携した維持管
理方法について も検討してい
く。

一本松公園
（トイレ）

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持

街区公園として小規模公園に位
置付けられている。公園（施設）
のトイレは、高齢者の健康増進
のためのまち歩きや子どもの屋
外活動を促進する観点から現
状維持とし、管理については市
民や事業者と連携した維持管
理方法について も検討してい
く。

公園・緑地（施設）
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施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

清水沢公園
（トイレ）

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

維持

近隣公園として比較的大きな公
園に位置付けられていることか
ら今後も公衆用トイレを維持す
る。

新浜町公園
（トイレ）

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

維持

近隣公園として比較的大きな公
園に位置付けられていることか
ら今後も公衆用トイレを維持す
る。

緩衝緑地帯
（管理棟）

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

解体

公園の管理棟として活用してい
るが、運営見直し方法として今
後、指定管理を検討しているこ
とから施設については解体した
上で、指定管理業者が必要と判
断した場合は再築を検討する。
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（２０） 供給処理施設 

【再配置案】

供給処理施設は、周辺自治体との広域化による処理について検討していきます。 

表 供給処理施設の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

塩竈市
清掃工場

C(移転・建替) 廃止
統合

（移転）

廃棄物（可燃物）の処理施設で
あるが、施設の老朽化が進んで
いることや維持管理及び運営の
効率性から周辺自治体と連携
し、広域処理施設への統合（移
転）を検討する。

新中倉廃棄物
埋立処分場

A (適正管理)
転用・譲渡・

貸付など

統合
（移転）

廃棄物（不燃物）の処理施設で
あるが、施設の老朽化が進んで
いることや維持管理及び運営の
効率性から周辺自治体と連携
し、広域処理施設への統合（移
転）を検討する。

新浜リサイクル
センター

A (適正管理)
転用・譲渡・

貸付など

統合
（移転）

資源物（プラスチック製容器包
装）のリサイクル施設であるが、
施設の老朽化が進んでいること
や維持管理及び運営の効率性
から周辺自治体と連携し、広域
処理施設への統合（移転）を検
討する。

伊保石
リサイクル
センター

C(移転・建替) 廃止
統合

（移転）

資源物（瓶、缶、ペットボトル、
古紙等）のリサイクル施設であ
るが、施設の老朽化が進んでい
ることや維持管理及び運営の効
率性から周辺自治体と連携し、
広域処理施設への統合（移転）
を検討する。

供給処理施設
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（２１） その他施設 

【再配置案】

公衆トイレのうち、海岸通地区顧客利便施設と西町ポケットパークについては維持し、

浦戸野々島公衆便所は浦戸諸島開発総合センターへの移転を検討しています。 

駐車場・駐輪場は利用状況を踏まえ、東塩釜駅自転車等駐車場は西口への統合を検討

していきます。 

渡船待合所および霊園・墓地（施設）については基本的に現状維持とします。 

倉庫のうち、杉の入小学校グラウンド管理棟は解体とし、新浜町資材置場については

複合（移転）を予定しています。 

表 その他施設の再配置方向性

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

海岸通地区
顧客利便施設
（トイレ）

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

維持

海岸通地区における公衆トイレ
として活用されているため維持
する。また、当該地区で実施さ
れている再開発事業と連携しな
がら管理を行う。

西町ポケット
パークトイレ

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

維持

鹽竈神社表参道前の施設とし
て観光客を中心にトイレや駐車
場の利用があるため今後も維
持する。

浦戸野々島
公衆便所

D(譲渡・廃止) 廃止
統合
（移転）

浦戸地区の観光客に公衆用ト
イレとして利用されているが、塩
竈市浦戸諸島開発総合セン
ターが近接しているため、今後、
機能をセンター側に統合（移転）
することを検討する。

東塩釜駅
自転車等
駐車場(西口)

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築
（建替・改修・

縮小）

統合
（集約）

東塩釜駅周辺における市営の
自転車駐輪場であり、今後も通
勤・通学による需要があること
から施設を維持する。ただし、利
用客は減少傾向にあることから
東口にある駐輪場については
西口への統合（集約）を検討す
る。

公衆トイレ

駐車場・駐輪場
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施設名称
総延床
面積
（㎡）

主要棟
建築
年度

一次評価 二次評価

方向性

短期
2017～2026
（H29～H38）

方向性

中期
2027～2036
（H39～H48）

方向性

長期
2037～2046
（H49～H58）

方向性の考え方

東塩釜駅
自転車等
駐車場(東口)

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

統合
（移転）

東塩釜駅周辺における市営の
自転車駐輪場であり、今後も通
勤・通学による需要があること
から施設を維持する。ただし、利
用客は減少傾向にあることから
東口にある駐輪場については
西口への統合（移転）を検討す
る。

石浜地区
渡船待合所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持
浦戸地区の海上交通の拠点施
設であるため今後も施設を維持
する。

野々島地区
渡船待合所

C(移転・建替)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持
浦戸地区の海上交通の拠点施
設であるため今後も施設を維持
する。

塩竈市
月見ケ丘霊園
（施設）

A (適正管理)
他施設を統

合・複合 維持

月見ヶ丘霊園の管理をするため
の備品倉庫があり、今後も施設
を維持する。なお、維持管理費
については霊園の管理料により
賄われている。

塩竈市
月見ケ丘霊園
駐車場
（施設）

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

維持

月見ヶ丘霊園の管理をするため
の備品倉庫や参拝者が利用す
るトイレがあり、今後も施設を維
持する。なお、維持管理費につ
いては霊園の管理料により賄
われている。

杉の入小学校
グラウンド
管理棟

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

解体
陸上競技備品倉庫として活用さ
れているが、老朽化が進んでい
るため解体を行う。

新浜町
資材置場

D(譲渡・廃止)

他施設への
統合・複合化
または改築

（建替・改修・
縮小）

複合
（移転）

土木課の備品倉庫として活用さ
れているが、老朽化が進んでい
ることから施設解体を行い、備
品倉庫の機能は他施設へ移転
する。

霊園・墓地（施設）

渡船待合所

倉庫
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